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景には 1996 年に誕生した ISO14001 環境マネジメント認証制度の発展がある。我が国の事





境会計、グリーン調達を取込んで活用している２。更に EU の RoHS 指令（Restriction of the 


















る研究として、効果的なグリーン SCM の仕組みを提案することを目的としている。 
製品環境情報を把握するだけでなく、原材料生産から部品加工や流通段階の環境負荷も
サプライチェーン全体での環境情報把握の取組が必要になってくる。 
   




環境負荷低減を行う事業者の対応行動分析による SCM の特徴の把握をおこなう。 
 







中心に発展してきた SCM の環境取組の自主的な仕組みである。 
この背景には、欧州の環境規制が益様々厳しくなってきたことや、法規制対応だけで 
なく自社製品の環境対応競争力が、自社工場の環境保全や自社製品性能や開発力だけでは 




要求しても、この SCM が機能しないと原材料供給者の化学物質情報を得ることができない。 
 
















   






なく、その及ぼす影響範囲は SCM を通じて広がる他律的な側面を持っている 5。 
ISO14001 環境マネジメントで、調達する資材・部品の環境側面を評価してグリーン調達
































































   



















第 1章では、研究の背景と目的として、グリーン SCM における調達品の環境情
報の把握・伝達に関する取組には事業者の自主的な環境対応行動が影響を与える。 
グリーン SCM の仕組みを提案する目的のために、この対応行動分析が必要であることを 
述べる。そして「SCM」や「グリーン調達」および「グリーン SCM」の本論文としての定義
を述べる。グリーン調達の位置付けや SCM の繋がりと本論文の構成および先行研究

























図 １．４．２ サプライチェーンにおけるグリーン調達の繋がり（出典：筆者原著） 
   





































第 5 章では温室効果ガス削減に結びつく SCM を活用した取組を各産業界別に整理し
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て、製品ライフサイクルの違いから要求事項の方向性や内外の SCM の動向分
析から導き出される温室効果ガス削減 SCM の特徴を把握する。 
温室効果ガス削減も SCM の対象となる潮流を論じた上で、事業者の事業形態や製品構成
に応じた対応行動の特徴を調査・分析し、業種（原材料供給や製品組立）や調達部材（専
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１．７ SCM の環境要求管理項目の３要素 






































化 学 物 質 管 理
低 炭 素 社 会 を目 指
す エネ ル ギ ー 管 理
循 環 型 社 会 を
構 築 す る管 理
調 達 側
継 続 的 改 善 1次 サ プライヤ ー
　二 次 サ プライヤ ー
　　　（供 給 側 ）
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１．９ グローバル範囲でのグリーン SCM のレベル評価 














グリーン SCM は国によって取組方やレベルが大きく異なる。図１．９．１にグリーン SCM の


















図１．９．２はグリーン SCM の実施状況を示す。国別や企業規模による実施状況は、国は 
日本が圧倒的に高く、大部分の企業でグリーン調達を実施している。グローバルレベルから 
見ても、我が国は産業界全体でグリーン SCM を展開している。 
図 1．９．１ グリーン SCM の成熟度のマトリックス（出典：Baring Points） 
図１．９．２ グリーン SCM の実施状況（出典：（出典：Baring Points）
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・金 1kg…1100 トン、プラチナ 1kg…520 トン、ニッケル 1kg…260kg、鉄 1kg…8kg 
・携帯電話 1 台（56g）…31000g 
・車 1台（970kg）…14 トン 
◆産業環境源流管理の更に掘り下げたポイントは 
・資源効率性と資源生産性の向上 










を現在のレベルから 1/8 にする必要がある 18。エコロジカル・リュックサックの大きな
金属の値から小さな金属の転換・代替化が求められる。 
※特に電子材料では重要な課題。 
資源利用を一人当り 18 トンから 2.3 トン低減させる為には 
１）使わずに済むものは使わない:reduce「減量化技術」 
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第２章 グリーン調達要求事項に見る SCM の発展と課題 
 
２．１ 緒言 

































































































































































項に見る SCM の発展と課題を 2000 年以降から、環境管理体制、環境法対応、化学物質管理、環境
負荷低減の項目毎に、時代の要請の応じたグリーン調達要求項目を整理した。2000年頃はISO14001
認証取得推奨中心の環境管理体制整備の要求であり、これから、2003 年頃は RoHS 指令対応中心の





























































表２.４.２ 電子電機機器会社のグリーン調達要求事項 （出典：各社グリーン調達ガイドライン） 



































































































多 種 多 様 な 製 造
業 界 で ｸﾞﾘｰ ﾝ 　 　
Ｓ Ｃ Ｍ が ど の よ う
に 機 能 し て い る
か 不 透 明
こ の 不 透 明 さ を
解 消 す る た め 　
事 業 者 の ﾊ ﾟﾌｫｰ
ﾏ ﾝｽ を 分 析 し 、
Ｐ Ｄ Ｃ Ａ を つ な ぐ
こ と が 課 題
要 求 事 項 発 展 と
共 に 広 く 産 業 界
に ｸ ﾞﾘｰ ﾝＳ Ｃ Ｍ
が 展 開




















グリーン調達調査共通化協議会（JGPSSI：Japan Green Procurement Survey Standardization 
Initiative）である 5。JGPSSI は欧州、米国の電子電機機器業界団体と協力して、製品含有化
学物質管理ガイドライン（JIG：Joint Industries Guidelines）6を策定して、管理対象化学




ここに挙げた指定化学物質は、JGPSSI 指定 25 化学物質に最新の規制化学物質である Fガス

















.No. 名称 CAS No. JGPSSI 
No. 
管理ランク 
1 ビス（トリブチルスズ）＝オキシド（TBTO） 56-35-9 A17 
2 ポリ塩化ビフェニル類（PCB類） 1336-36-3等 B05 
3 ポリ塩化ナフタレン（塩素数が三以上） 1321-65-9等 B06 
4 短鎖型塩化パラフィン 85535-84-8等 B09 
5 アスベスト類 77536-66-4等 C01 
6 オゾン層破壊物質（HCFCを除く） ― C04 
7 カドミウム及びその化合物 7440-43-9等 A05 
8 六価クロム化合物 10588-01-9等 A07 
9 鉛及びその化合物 7439-92-1等 A09 
10 水銀及びその化合物 7439-97-6等 A10 
11 ポリ臭化ビフェニル類（PBB類） ― B02 









15 Fガス（HFC,PFC,SF6） ※２） ― ― 

















17 ポリ塩化ビニル(PVC)  ※３） 9002-86-2 B07 
18 オゾン層破壊物質（HCFCのみ） ― C04 
削減 
 
19 フタル酸エステル類 84-74-2等 C05 
20 アンチモン及びその化合物 7440-36-0等 A01 
21 ヒ素及びその化合物 7440-38-2等 A02 
22 ベリリウム及びその化合物 7440-41-7等 A03 
23 ビスマス及びその化合物 7440-69-9等 A04 
24 ニッケル及びその化合物 ※４） 1313-99-1等 A11 




27 臭素系難燃剤（PBB類、PBDE類除く） ― B08 
管理 
※１）発泡剤製品への HCFC および CFC は禁止。また、冷媒への使用は、EU および日本でも禁止。 
※２）ドイツ日用品規制で定められる特定アミンを形成するアゾ染料・顔料で人体に長時間接触する用途に限る 
※３）F ガス（HFC，PFC 等）は、発泡剤使用のみ禁止（国内安全基準の要求がある場合を除く） 








・CAS No,    ： 国際化学物質コード（CASはChemical Abstracts Serviceの略） 










































































































































































































  要求項目              内 容 
 
環境経営     環境マネジメントシステムの構築および第三者 
         認証取得の有無（ISO14001 認証等）  
 
 環境法対応    環境関連法の順守状況（各種指定施設届け出、 
          公害防止関係法（大気・水・騒音／振動） 
廃棄物マニフェスト管理状況等 
 
 化学物質管理   指定化学物質の管理状況、含有情報提供  
          法律で定められた化学物質の閾値内の調達 
 












によって評価を実施する。（50 点満点で 41 点以上 Aランク、以下 Bランク 25 点～40 点、 
C ランク:11 点～24 点、D ランク：10 点以下）表２.７.３.１に全体のグリーン調達調査表を









































































































1 既に取得済 1 (取得年月日：　　年　　月　　日)
３）の項目へお進み下さい。４）は回答不要です。 (登録No．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
2 取得予定 2 （取得予定日：　　年　　月）






1 既に取得済 1 (取得年月日：　　年　　月　　日)
３）の項目へお進み下さい。４）は回答不要です。 (登録No．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
2 取得予定 2 （取得予定日：　　年　　月　　　）
２）－２　弊社はISO14001取得を依頼しておりますが、移行 1  あり（移行予定日：　　年　　月）
　　　予定はありますか。 2  なし
３）貴社でグリーン調達と化学物質管理を実施している。
３）－１ 1 グリーン調達*を貴社サプライヤーに要請している 1 具体例を別紙に記入下さい
2 実施予定 2 実施予定日　　年　　月
3 実施していない 3
*グリーン調達：貴社製品使用の資材・部品の調達先に環境対応事項を要請する活動
３）－２ 1 化学物質管理システム*を構築し、運用している 1











2 計画を作成する予定がある（1年以内であること） 2 予定日　　年　　 月
3 作成する予定はない 3
　 関連処理施設が明確にされ、法定資格者の確保及び管理責任者が配置されている。
   「関連処理施設」を具体的に示す。 （施設名　　　　　　　　　　　　　）
1 既に配置されている 1




1 定期的に情報を入手している　(誰がどのような手段で入手していますか）   1（誰が　　　　　　　　　　　　　）
回答例：環境担当者が官報を定期チェック等    （どんな手段で　　　　　　　　）
2 不定期だが情報を入手している   2
3 全く情報を入手していない   3
  大気・悪臭に関する排出基準を順守している。
1 順守できている 1





















































































　 1 調査済みであり、使用していない 1
2 調査済みであり、使用しているが全廃予定　物質名記入 2 予定日　　年　　 月
(物質名：　　　　　　　　　　）
3 調査済みであり、使用しているが全廃予定はない　　物質名記入 3 (物質名：　　　　　　　　　　）
4 対象物質の使用を調査中または調査予定 4 完了予定日　　年　　　月
5 対象物質の使用を調査する予定は無い 5
 　削減物質について。
　 1 調査済みであり、使用していない 1






  ダイキン納入品の包装材の減量・適正化対策を実施している。 具体例
1 実施している 1 （ ）
（Ｏｎｅway木材パレット等の代替化、通函化、削減等の具体例を記入ください） （ ）
2 未実施であるが対策を計画中である（Ｏｎｅｗａｙ梱包材や木材パレット代替化等） 2 予定日　　年　　 月
3 実施する予定はない 3
4 該当しない（化学原材料ローリータンクは包装材に非該当） 4
  省エネルギー活動を実施している(使用エネルギー量は別途回答下さい）。 具体例と実績
1 実施している 1 ）
　　 （ＣＯ２削減等の具体的取組みと改善実績（原単位削減値等）を記入ください） （ ）




1 実施中している   1 （ ）
（具体的削減目標（リサイクル100%化等）と改善実績（原単位削減値等）を記入ください）   （ ）





1 実施している（製品環境アセスメント等の具体的内容を記入下さい） 1 （ ）




1 実施している（具体例を記入下さい） 1 実施具体例
例） 　　・モーダルシフト実施 ・包装軽量化による輸送効率アップ （　　　　　　　　　　　 ）
　　・アイドリングストップ励行 ・依頼する輸送業者はISO14001取得 （　　　　　　　　　　　 ）
　　・輸送回数の低減 　しているところを選定する （　　　　　　　　　　　 ）
　　・環境対策車の導入 等






































































































































































































R 社では、環境マネジメントシステムと同様に R 社グループ化学物質管理システムを認証取得






































































































２．１１ グリーン調達と環境マネジメントシステムの With-Without 評価 
SCM における製品環境負荷低減の有効なツールとしてグリーン調達（GP:Green Procurement）
と環境マネジメントシステム(EMS:Environment Management System)が機能することについて












②グリーン調達を中程度実施した場合（With & Without）の状態 















⑤環境マネジメントシステムを中程度実施した場合（With & Without）の状態 
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研究の方法は、第 10 回日本経済新聞環境経営度調査の産業別の上位ランク会社 27 社を
選定して、各社のグリーン調達ガイドライン要求事項の内容について、対象会社 Web サイ





































３．２．２．４ CO2 削減 
表３．２．１のＡ社は、部品の製造工程における製造時 CO2 排出量を求めるソフトを


























































































































































































・グリーンパートナー認定レベル ⇒非常に高い ：◎ 
・ISO14001 認証要求レベル  ⇒高い  ：○ 
・ISO14001 以外の認証要求構築レベル ⇒普通  ：△ 





























































































































































































































































































梱包材への配慮 ◎ ◎ ○

















請 ◎ ◎ ○





品再生資源利用 ○ ○ ○
－ － － － －
鉄鋼スラグ製品の
環境側面のアピー
ル － － － －
梱包財、物流 環境負荷の少ない
製品の開発と商会 ○ ○ ○
－ － ○ ◎ －
－ － － － －
－ － － － －
水質、大気、騒音・




のを調達 － ◎ ○
－ 同上 － ◎ ○
－ － － － －















































































































































































































































































































































































３．５ 産業連携のグリーン SCM 取組の課題 

















































電子精密事業者の要求事項を基準に定性評価 ◎ ◎ ◎




























































































置き、資材・部品製造時の LCA データ要求に特徴がある。 





















ことが効果的であるグリーン SCM 仕組みを提案する。これにより、本章の目的であった 

















































1赤塔 政基：(社)日本能率協会グリーン調達と実践（2007 年 2 月） 
2リコー<http://www.ricoh.co.jp/ecology/communication/03.html> 
3キャノン<http://www.canon.co.jp/procurement/green.html> 









13住友金属< http://www.sumitomometals.co.jp/ > 
14JFE ホールディングス< http://www.jfe-holdings.co.jp/> 
15日立化成工業< http://www.hitachi-chem.co.jp/ /> 





















上田 泰史：「我が社の環境対応製品作りの取組」日本工業出版油空圧技術 2005.12,P.20~25 
Wiliam Rose Q Anton etc: Incentives for Environmental Self-regulation and Implications for 
Environmental Performance  
Nakyung Kim : Sector-Specific Product-Oriented Environmental Management Sysytem (POEMS) Model as 
an Integrated Approach to Environmental Product Development for Small 
andMedium-sized Enterprise (SMEs),Summary academy 2005 Sustainable 
Management and Innovation 
在間敬子：グリーン圧力が中小企業に及ぼす影響に関する実証分析、『商工金融』第 55 巻第 11 号（2005） 
丸山佳久：サプライチェーンのおける環境会計の構築方法（2005 年） 
日引、有村：環境保全のインセンティブと環境政策・ステークホルダーの影響、東京工大（2007 年） 







重要な項目であり、EU の RoHS 指令 1等の化学物質規制が、我が国の製造産業にも大きな
影響を及ぼしている。我が国の電子電機機器製造会社の RoHS 指令対応の目的は、EU の有









学物質グリーン SCM が急務となり、RoHS 指令発行の 2006 年７月前後からのグリーン調達
は RoHS 指令対応が最優先に推進されてきた。RoHS 指令 6化学物質の閾値は、均質材料に
含有するカドミウムが 100ppm、鉛、六価クロム、水銀、PBB、PBDE が 1000ppm である。 





化学物質の環境品質保証、エアコンの RoHS 指令 6化学物質の含有部品状況、RoHS 指令 
対応への要因分析および管理基準設定の考え方を述べる。 
そして、エアコン製造会社の資材・部品サプライヤーの RoHS 指令対応行動の適切性を
示す RoHS 指令化学物質含有情報の回答の迅速性を指標として定義して分析する。 
これは通常の規範的な解析にはそぐわない事業者の環境自主対応行動を、RoHS 指令が 
本格的に実施されるまでの限られた期間のデータから評価分析を行い、本論文の目的で 













エアコン製造会社のサプライヤーへの RoHS 指令対応の依頼事項を以下に示す。 
①RoHS 指令化学物質含有情報の Web 利用によるデータ入力 
















































図４．２．１ RoHS 指令化学物質の不使用保証書 (出典：ダイキン工業) 
  50
４．３ インターネット Web を利用した化学物質調査システムについて 














































































































































































４．５ RoHS 指令６化学物質の含有部品について 































































































































































４．６ RoHS 指令対応への要因分析 
エアコン製造会社で実践している化学物質管理（RoHS 指令対応等）への意志決定の Work 
Tree を図４．６．１に示す。RoHS 指令対応を進めていく上で、①～⑥の Work が挙げられ、






の部品納入仕書等で RoHS 指令対応の納入資材・部品への切替えが必要な場合である。 
④の体制整備では環境マネジメントシステム ISO14001 認証取得をベースに化学物質管理
体制も整備されていることが必要である。 
⑤の維持管理はエアコン製造会社での RoHS 指令対応の Work として図面改訂や RoHS 指令




らも、次の化学物質として塩ビの代替化やアゾ化合物の対応に加え、REACH 規則の SVHC 
(Substance of Very High Concern)物質から RoHS 指令対象物質になる場合があり、今後



























































































・RoHS 指令含有調査方法（JGPSSI 統一調査式によるインターネット Web 利用） 
・環境品質保証体制と保証の仕組みとして ISO14001 と ISO9000 認証取得とその推進 
（RoHS 不使用保証書、RoHS 指令物質の測定データ・自主監査結果調査票提出等） 
・図面変更、RoHS 指令代替化物質への切替え時の技術的なけじめ 









































・適用時期のシフト（当初 2005 年 3 月対応完了→10 月に延長して部品在庫処理が可能） 
・管理基準値の緩和（購入品要素規格の再発行） 
・除外対象のアナウンス（購入品要素規格に盛り込み） 
RoHS 指令除外 例） 鉛合金の 4wt%までの含有 OK 等 



























































部品の含有する RoHS 指令化学物質の管理が、重要課題として位置付けられている。 
 
４．８．２ エアコン資材・部品サプライヤーにおける RoHS 対応要因分析 
４．８．２．１ サプライヤーの RoHS 指令対応行動の把握 
エアコン製造会社ではエアコン資材・部品サプライヤーに、注文図面毎に RoHS 指令６
化学物質の含有データを、化学物質管理システムに Web 入力することを要求している 9。























補助材料の 9 分類である。類型化したサプライヤーの特徴について以下に示す。 
 
①配管   ：エアコンの冷媒循環配管を加工し、銅管を多く使用するサプライヤー 
②機械加工 ：部品の曲げ、切削中心のサプライヤー 








４．８．２．３ サプライヤーの RoHS 指令対応要因分析 
RoHS 指令対応の適切性を示す指標として、エアコン製造会社の資材・部品サプライヤー












RoHS 指令対応迅速性は Web 入力登録完了までの所要日数を測り取ることで、サプライ






②図面枚数によらず RoHS 対応管理を一元的に実施 
されていること 














































































































































































































































































































































































































































































































図４．８．２．５．２ 配管部品サプライヤー RoHS 指令対応迅速値と売上高比の分布（部品数の分布）















































































































3.366 4.6 0.015 53 7 175
1.157 3 0.054 276 31 162
1.064 4.74 0.193 190 24 50
3.850 2.5 0.021 56 6 49
34.667 4.4 0.0006 17 25 3130
0.983 4.4 0.08 128 10 23
0.550 4.8 0.022 117 3 113
7.600 4.2 0.002 20 23 228
0.813 4.81 0.41 245 51 82






































































































配管部品 -0.618 -0.207 -2.061 -1.02 0.819 8
機械加工 -0.228 -0.649 0.701 -1.99 0.603 10
圧縮機 -0.092 -0.457 0.268 -1.327 0.431 11
機能部品 -0.886 -1.101 2.398 -2.897 0.796 8
電子部品 -0.123 -0.424 -0.319 -1.127 0.52 16
樹脂部品 -0.504 -0.549 -2.879 -3.21 0.754 18
板金部品 -0.256 -0.328 -0.856 -1.128 0.543 17
電気部品 -0.235 -0.407 -0.655 -1.135 0.48 9




























EU の化学物質規制は RoHS 指令に続き、REACH（Registration (登録)、Evaluation 
（評価）、Authorization（認可）、anｄ Restriction(制限) of Chemical）化学品規則
が開始され、より複雑な部品含有化学物質管理が必要になってくる。 




















・RoHS 指令対応が迅速であると、化学物質グリーン SCM が機能する。 
・サプライヤーの RoHS 指令対応迅速性指標は売上高比と部品点数が影響要因である。 
・専用部品を扱うサプライヤーは、RoHS 指令対応迅速性指標へ売上高比の影響が大きい
傾向があり、売上高比が高いサプライヤーほど効果的な化学物質管理 SCM が可能である。 
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Ⅱは RoHS 指令対応行動分析を RoHS 指令対応迅速性値（日数／図面枚数）で測り、それを
説明する売上高比の分布を、類型サプライヤー毎に示した。 
売上高比の影響の小さい汎用部品電子部品サプライヤーは、ばらつきが見られる。 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































配管部品 215 338 0.636 2.8 0.73 418
配管部品 214 30 7.133 5 0.02 55
配管部品 35 2 17.500 4.2 0.0004 7
配管 150 55 2.727 2.9 0.96 88
配管 189 32 5.906 3.6 0.007 39
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
機械加工 27 18 1.500 3.19 0.08 40
機械加工 57 28 2.036 2.6 0.03 73
機械加工 76 10 7.600 4.2 0.002 20
機械加工 225 93 2.419 4.3 0.2 64
機械加工 18 4 4.500 4.7 0.01 4
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
圧縮機部品 104 3 34.667 4.4 0.0006 17
圧縮機部品 140 54 2.593 4.4 0.037 62
圧縮機部品 63 5 12.600 4.2 0.1 28
圧縮機 27 13 2.077 4.5 0.13 15
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
機能部品 133 11 12.091 1.46 0.17 10
機能部品 279 68 4.103 4.6 0.09 65
機能部品 221 982 0.225 2.5 0.22 1172
機能部品 279 68 4.103 4.6 0.09 65
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
電子部品 60 109 0.550 4.8 0.022 117
電子部品 182 15 12.133 3.76 0.019 27
電子部品 204 73 2.795 2.8 0.4 72
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
樹脂部品 228 197 1.157 3 0.054 276
樹脂部品 209 257 0.813 4.81 0.41 245
樹脂部品 209 736 0.284 3.6 0.008 1093
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
板金部品 138 41 3.366 4.6 0.015 53
板金部品 167 157 1.064 4.74 0.193 190
板金部品 154 40 3.850 2.5 0.021 56
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
電気部品 134 5 26.800 4.8 0.003 3
電気部品 49 40 1.225 4.8 0.006 44
電気部品 93 179 0.520 4.8 0.04 183
　　・・・ 　　・・・ 　　・・・ 　　・・・
補助材料 260 380 0.684 3.42 0.72 372
補助材料 70 238 0.294 2.79 0.64 276






















こうした製品 LCA 情報は Eco Leaf 製品環境情報 1として公開されている動向を受けて、 
デジカメ、パソコン、エアコンの 3 製品事業者の最新グリーン調達での温室効果ガス削減
の対応行動の動向を分析する。本章では、これら温室効果ガス削減の対応行動の動向を分
析することにより、グリーン SCM の要因を把握する事を目的とする。 
 





資材・部品 SCM の動向を分析する。グリーン調達の要求事項は対象製品によって、環境 




せている 4 5 6 。 
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図５．２．１ デンソーのグリーン調達要求事項での LCA 対応要請（出展：デンソー（株））









図５．２．３は、サプライヤーへの LCA 対応の更に詳細な依頼事項を示している。 
対象選定部品として、環境への影響度合いが高いと考えられるものから優先順位をつけて




として電力使用量、ガソリン等の化石燃料使用量等から CO2 排出量が算定でき 11、NOｘ等































図．５．２．４にデンソーの事例に見る LCA データ把握によるサプライチェーン活用 



















































廃棄物量からも CO2 換算可能 
廃プラスチック 2442kg-CO2/ｔ 
廃油 2933kg-CO2/ｔ 
図５．２．５ トヨタの SCM での環境負荷低減取組み(出典：トヨタ HP より) 
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５．３ EuP 指令に見るサプライチェーンでの温室効果ガス削減の動向 
温室効果ガス削減に密接に結びつく規制が欧州（EU）で発行されている。この規制は EuP
指令「Proposal for a DIRECTIVR OF THE EUROPIAN AND OF THE CONCIL on establishing 
a framework for the setting of Eco design requirement for Energy Using Products」
12で、日本名は「エネルギー使用製品に対するエコ仕組み要求事項の認定のための枠組み
を設けることに関する欧州議会及び理事会指令」として、2005 年 7 月 22 日に公布され、












クル全てを包括してくる EuP 指令のような規制には一社単独では対応できない。 















































EU においては、IPP（Integrated Product Policy）「包括的製品政策」の中心的概念は
Life Cycle Thinking であって、これはグリーン調達活動をツールとするサプライチェー
ンマネジメント（SCM）の概念にあてはまる。図５．３．２に「Thematic Strategy on the 



















































原材料および資源についての必要な情報を実施措置に規定される EuP の製造者に対し 



































：CE マーキング制度(自己適合宣言による CE マーク貼付) 































































































（出典：市川芳明著「EuP 指令入門 P.85」より） 
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５．５ グリーン・パワー・マーケット・デベロップメントでの動向 
米国の有力な企業米国の主要 12 社•Alcoa Inc., •Cargill Dow LLC, •Delphi Corporation, •
The Dow Chemical Company, •DuPont, •FedEx Kinko's, •General Motors, •IBM, •Interface 






















































５．６ カーボン・ディスロージャー・プロジェクト 20 による SCM 対応行動の動向 
SCM で大きなインパクトを与えているグローバル環境先進企業（ダボス会議参加企業、
世界時価総額上位 500 社等）のグリーン調達展開調査による温室効果ガス削減に関する 
サプライヤー要求事項への対応行動の分析を行った。 
対象企業の範囲は 
・世界の有力企業（ダボス会議への参加企業約 2000 社） 
・日経環境経営度調査への参加会社数(約 1000 社) 






⇒調査報告書は以下を参考にした 21 22 23。 
・カーボン・ディスクロージャー（日本政策投資銀行） 























図５．５．２ Green Power Procurement の温室効果ガス削減の産業連携（出典：筆者原著）
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企業から直接排出される温室効果ガスの量だけでなく、取引先などのサプライチェーン








車等 37 社が対象となっていた。 




















CO2 の排出情報を開示している企業は回答企業のうち 16％にとどまっている。 
しかし、自動車の一部企業は自社製品からの CO2 排出に最大のリスク・機会が潜むことを
認識して取組んでいる回答がある。グローバルな主要企業でも、自社の CO2 排出量管理は





































・電子電機会社（キャノン、日立、東芝、松下、シャープ、ソニー6 社中 3 社回答） 
・金属会社 3 社（住友金属、JFE、新日鉄 3 社中 2社回答） 
・ 化学会社（第一三共、武田薬品、富士フィルム、信越化学、日本たばこ、HOYA、 
ファナックのうち 1 社回答） 
・自動車関連（本田技研、トヨタ、デンソー、ブリジストンのうち 3 社回答） 
・電力会社、情報通信、サービス金融関係は回答なし 
・輸送関係（東海旅客鉄道、東日本旅客鉄道 2 社回答）25 
該当設問への回答状況は 37 社中 11 社の回答で、回答率は約 30％程度であった。全体の







図５．６．１ CDP の該当設問への日本各企業回答状況 （出典：筆者原著）










































































製品構成 LCA 内容の比較からサプライチェーンへの内容の重み比較ができる。 







































ら SCM 利用のグリーン調達要求事項の方向性を製品特性によって分類した。 
留意した点は、素材環境負荷の大きい製品企業の要求事項を調査し、傾向分析を行った。 
Eco Leaf 製品環境情報より素材と使用時の環境負荷の違う代表製品を抽出した。 
 ・素材製造時環境負荷が大きい   → デジカメ 
 ・素材・使用時の環境負荷が同等  → ファックス電話、パソコン 
 ・素材製造使用時の環境負荷が大きい→ ウォシュレット、（エアコン） 
素材製造時の環境負荷が大きい製品は、SCM で要求する環境負荷低減効果（CO２削減等）
に繋がることが期待できる。 















































































































































表５．７．１グリーン調達時 CO2 削減要求状況 30～37 
１．エネルギー使用量によるＣＯ２発生量　　　年度　（ 　年 　月～   年　　月）実績
下記使用エネルギー量をご記入下さい。(電気は必須、その他は使用時に記入ください）
(a) エネルギー消費量 CO2 排出量
(b) CO2換算係数 (c)  CO2排出量  (a×ｂ）
灯油 ｋｌ 2528 ㎏-CO2 /kl 0 ㎏-CO2 
Ａ重油 ｋｌ 2698 ㎏-CO2 /kl 0 ㎏-CO2 
燃料 Ｂ重油 ｋｌ 2833 ㎏-CO2 /kl 0 ㎏-CO2
Ｃ重油 ｋｌ 2939 ㎏-CO2 /kl 0 ㎏-CO2
ＬＰＧ ｔ 3007 ㎏-CO2 /t 0 ㎏-CO2
石炭 ｔ 2352 ㎏-CO2 /t 0 ㎏-CO2
都市ガス m3 1.991 ㎏-CO2 /m3 0 ㎏-CO2  
購入電力 kWh 0.384 ㎏-CO2 /ｋWh 0 ㎏-CO2
熱供給　（蒸気） MJ 0.068 ㎏-CO2 /MJ 0 ㎏-CO2
その他 自然エネルギー （　） ㎏-CO2 /(  ) 0 ㎏-CO2




取引額按分ＣＯ２発生量(kg-CO2) #DIV/0! kg-CO2 ←顧客関係CO2絶対量
御社のＣＯ２原単位 #DIV/0! kg-CO2/億円


































サプライヤーの電力量や材料の質量などの基本データを入力することで CO2 排出量を 

































家 庭 用 エ ア
コ ン デ ー タ
ベ ー ス （ 2 0 0 6
年 3 月 現 在 ）
基 （ 株 ）コ ロ ナ 三 洋 電 機 （株 ） シ ャ ー プ （株 ） ダ イ キ ン 工 業 （株 ）
礎 C S H -A i2 8 6G S A P -E X 28T A Y -T 28 S X A N 28G R S -W
情 プ ラ ズ マ ・イ オ ン 異 風 人 「四 季 彩 館 」 S X シ リ ー ズ 「う る る と さ ら ら 」
報 2006年 2月 2006年 2月 2 006年 3 月 20 06年 3月
2 .8 kW 2 .8 kW 2 .8 kW 2 .8 kW
3 .6 kW 3 .6 kW 3 .2 kW 3 .2 kW
4 .9 6 .3 1 6 .5 6 6 .5 6
環 1 109 0 kW h 8 84 kW h 86 3 kW h 850 kW h
境
情 41 .0 kg 5 6 .0 k g 5 6 kg 5 7 kg
報 46 % 50% 42 .0 0 % 3 8%
18 % 21% 21 .0 0 % 1 2%
10 % 7 .5 0 % 1 7 .0 0 % 9 %
15 % 15 .5 0 % 1 3 .0 0 % 2 6%
- - - -
11 % 6 .0 0 % 8 .0 0 % 1 5%
3 使 用 あ り 使 用 な し 使 用 あ り 使 用 な し
紙 　 68 g 紙 　 1 09 g 紙 　 11 9 g 紙 　 80g
（　 - 　 ） （再 生 紙 使 用 ） （再 生 紙 使 用 ） （再 生 紙 使 用 ）
5 使 用 な し 使 用 な し 使 用 な し 使 用 な し
2 .2 kg 5 .0 k g 6 .6 k g 2 .7 k g
1 9 % 9% 10% 7 %
6% 3% 2% -
- - - -
75 % 88% 88% 93%
- - - -
- - - -
- ー - ー
- ー - ー
- ー - ー
100% ー 1 00% 95%
- ー - -
8 使 用 な し 使 用 な し 使 用 な し 使 用 な し
9 20 05年 11 月 19 97年 10月 1 996年 3 月 1996年 12月
内 44 43 45 4 4
外 45 44 43 4 5
内 46 44 46 4 6
外 46 45 44 4 5
H F C （R 410A ） H F C （R 4 10A ）
個 別 事 項
・冷 媒 の 種 類 H FC （R 410A ） H FC （R 410A ）
特 定 難 燃 材 の 使 用 の 有 無
主 要 生 産 拠 点 の IS O 14 001認 証 取
10 運 転 音 （d b
冷 房
暖 房
7 包 装 材 の 再 生 材 使 用 （質 量 比 ）
● プ ラ ス チ ッ ク （ 発 泡 ス チ ロ ー ル ）
● プ ラ ス チ ッ （そ の 他 ）
● 紙
● 段 ボ ー ル
● そ の 他
6 包 装 材 の 主 要 素 材 構 成 （質 量 構
包 装 材 質 量 　 kg
● プ ラ ス チ ッ ク （ 発 泡 ス チ ロ ー ル ）
● プ ラ ス チ ッ ク （ そ の 他 ）
● 紙
● 段 ボ ー ル
● 木 材
● そ の 他
製 品 の 再 生 プ ラ ス チ ッ ク 使 用 の 有
4 取 扱 説 明 書 等 文 書 類
充 電 式 電 池 の 種 類
期 間 消 費 電 力 量 　 kW h
2 製 品 の 主 要 素 材 構 成 （質 量 構 成
製 品 質 量 　 kg
● 鉄 及 び 鉄 合 金 （含  ス テ ン レ ス ）
● 銅 及 び 銅 合 金
● ア ル ミ ニ ウ ム
● プ ラ ス チ ッ ク
● ガ ラ ス
● そ の 他
発 売 時 期
定 格 冷 房 能 力 　 kW
暖 房 標 準 能 力 　 kW
冷 暖 房 平 均 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率
冷 暖 房 兼 用 型  冷 房 能 力
2 .8 k W ク ラ ス
製 造 事 業 者 略 称
機 種 名
愛 称















１１．主要生産拠点における ISO14001 認証取得 
＜その他（住環境への配慮等）＞ 
１２．運転音








・専用部品か汎用部品によって LCA の温室効果ガス把握する SCM 展開が効果的 
・化学物質管理との違いは SCM の川上から川下まで一定した含有情報ではなく、ライフ 
ステージで異なる CO2 排出量情報の把握 
EU の EuP 指令から、環境配慮設計の製品構成（製品、部品、子部品、材料）、環境側面
（エネルギー資源消費等）、ライフステージ（加工時、輸送時、使用時、廃棄時）の 3次
元的な要求パラメータが必要な動向の分析から、温室効果ガス削減に繋がる製品作りには、































自社管理範囲 CO2 排出部分は把握されているが、 
サプライヤーの資材部品の CO2 発生量把握は未進捗 
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温室効果ガス削減グリーン SCM の仕組みを示した。 
温室効果ガス削減 SCM の仕組みの共通施策としては、 
①調達者がサプライヤーへ CO2 発生量の少ない熱源や原材料・部品使用を推奨すること 
 










②調達側の自社製品のライフステージ（製造時 or 使用時）の CO2 発生状況を把握した
上で、温室効果ガス削減の製品での取組をサプライヤーに要請する等のきめの細かい
グリーン SCM の仕組みが必要であること。 
③調達側の専用部品のサプライヤーへは、グリーン SCM を行う時には、部品製造の
In-House 化で、LCA を活用した温室効果ガス排出情報を共有化すること 
を提案する。 















































この一致点により、化学物質の SCM の仕組みと温室効果ガス削減の SCM の仕組みが、 





















４）グリーン SCM による製品環境負荷低減の効果を評価する研究 
・廃棄物ゼロ化達成割合（調達側の廃棄物ゼロ化基準と整合必要） 




国家予算の規模に匹敵している（H14 年度の国家予算 471 兆円に対し、Ｈ13 年度の売上
上位 100 社の売上合計 342 兆円）。これらの企業は、巨大な売上規模を背景にグリーン
SCM に大きな影響を及ぼす力を秘めている１。こうした事業者のグリーン SCM の方針や
具体的戦略を提案し、より実践的・実際的な場面での展開を図ることを通じて、更に成
熟したグリーン SCM を目指した事業者連携の製品環境負荷低減の取組が必要である。 
図６．２．４ 化学物質管理と温室効果ガス削減の共通プラットフォーム 

















1日経 BP Net:ダボス会議、http://premium.Nikkei.co.jp/em/keyword/37/index.shtml（2008 年） 
